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当院における新厚⽣労働省基準（２００５年）導⼊前後の
正期産低出⽣体重児出⽣率の推移に関する検討 
	産科婦⼈科舘出張 佐藤病院　　	
背 景
	
結 語 COI
考 察
⽬ 的
Ø 近年、本邦の低出⽣体重児の割合は１９７０年代、全体の５．５％
であったのが、２０１５年には９．５％に増加し、１０⼈に１⼈が
低出⽣体重児になった出⽣体重はこの⼗数年間次第に減少し、この
背景には、⼥性の妊娠前からのやせ体型の増加も理由の⼀つと考え
られる。
Ø エピジェネティクスの研究が進み、
 胎児期の栄養状態が成育期、
 さらには成⼈期の健康に影響を
 受けるというDOHaD仮説により、
 ⼦宮内胎児の栄養状態の重要性
 が再認識されるようになってきた。
結 果	
Ø 今回我々は、胎児発育の視点から⺟体栄養状態を⽰す指標
とした妊娠中の⺟体体重増加量基準と低出⽣体重児との関
係を調査した。
Ø 新厚⽣労働省 体重増加量基準2005年導⼊により出⽣体重は有意に増
加し、適正な妊娠中の体重増加量を指導にすることは、低出⽣体重児の
発症のリスクを減少させることに役⽴つことが明らかとなった。ＤＯＨ
ａＤ仮説の視点より、低出⽣体重児予防を考慮した体重管理と栄養指導
の重要性が⽰唆された。
Ø 出⽣体重は、⾮導⼊群3,055.5±371.9ｇ、導⼊群3,067±362.7ｇで導⼊群で  
 有意に⾼値を⽰した(p<0.05)。
私の今回の演題に関連して、
開⽰すべき利益相反状態はありません。 
第6回⽇本DOHaD研究会 学術集会
利益相反状態の開⽰
 
筆頭演者⽒名： 佐藤 雄⼀
所 属： 産科婦⼈科館出張 佐藤病院
⽅ 法
Ø 研究デザイン： 後ろ向きコホート研究
Ø 調査期間：   ２０００年１⽉〜２０１４年１２⽉
Ø 対象者：    当院で正期産にて出産した２２，６６1例
                                ⺟体年齢： ３１.７ ± ５.８ 歳
                                  初産婦   ：   ５４.１％
Ø 調査⽅法：    カルテ情報収集
Ø 除外基準：    多胎妊娠、GDM
Ø 分析：新厚⽣労働省 体重増加基準（２００５年）を⽤いた栄養
指導の効果を検証するために【「2000年」・「2014年」と各
年度の出⽣体重との⽐較】【⾮導⼊群（年度＜２００８）と導
⼊群（年度≧２００８）での出⽣体重の⽐較検討】を⾏った。
Ø 検定： ⼀元配置分散分析（Dunnett法）、X⼆乗検定、t検定
Ø 倫理委員会：  産科婦⼈科舘出張 佐藤病院の倫理審査許可
From  Kei Nakamura, Aiikunet, http://www.aiiku.or.jp/
aiiku/rpi/nakamura/works/increasing_lbw.pdf
図１．⽇本における過去20年の低出⽣体重児の推移
(per	1000	births)	
Ø 全体の出⽣体重平均は3,060g±371.1g、低出⽣体重児発症の割合は5.9%であった。
対象者の背景 2000年〜2014年 ⺟体出産年齢と出⽣体重の推移
	Mean ± SD or n (%)
分娩時妊娠週数(週)       39.1 ±  1.1出⽣体重(g)    3,061.0 ± 367.7
低出⽣体重児の割合    1,238/22,661 (5.5)
⾮導⼊群 導⼊群
N=12,212
 (53.9)
N=10,449
(46.1)
有意差
年齢(歳)      29.7± 4.9      31.5± 5.8 p＜0.01
分娩時妊娠週数(週)      39.1± 1.1      39.2± 1.1 p＜0.01
2000年〜2014年 低出⽣体重児出⽣率の推移
体重増加量基準
体格
⾮導⼊群
(⽇産婦周産期委員会 1988)
導⼊群
(新厚⽣労働省基準 2005)
やせ (BMI < 18)        10 - 12 kg (BMI < 18.5)             9 - 12 kg
標準 (BMI 18 〜 23.9) 7 - 10 kg (BMI 18.5 〜 24.9)  7 - 12 kg
肥満 (BMI ≧ 24)          5 -   7 kg (BMI ≧ 25)                 個別対応 
a:「2000年」との有意差あり p<0.05,b:「2014年」との有意差あり p<0.05   検定：⼀元配置分散分析（Dunnett法）       
2013年より【産科医・助産師・検査技
師・栄養⼠・研究コーディネーター・経
営企画室】連携栄養プロジェクトによる
栄養指導スタート
新厚⽣労働省基準2005
⽇産婦周産期委員会基準1988
a	 a	b	
表1 当院で導⼊した体重増加基準の⽐較
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p<0.01
   検定：カイ⼆乗検定    検定：t検定
新厚⽣労働省基準2005導⼊前後の出⽣体重の⽐較
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Ø 低出⽣体重児出⽣率は2000年66／1,347(4.9％）が2005年130／1,647(7.9％)
と有意に増加したが、2014年の低出⽣体重児出⽣率57／1,254(4.5％)と2005年
に⽐較し有意に減少した(p＜0.01)。
今後の課題
Ø 今回の結果をもとに、⺟の妊娠前BMI・出産回数や児の性別・頭囲等を
考慮したさらなる分析を⾏い、妊娠中の体重増加基準と児の栄養状態や
疾病リスクとの関係を明らかにすることが今後の課題である。
Ø 新厚⽣労働省基準2005年導⼊後、⺟の平均出産年齢が上昇傾向にあるのに関
わらず出⽣体重は有意に増加
 →妊娠期の適切な体重増加基準は、適切な胎児成⻑にとって必要 
Ø 2012年以降、当院における正期産低出⽣体重児出⽣率は5.0%未満台を維持
 →低出⽣体重児増加のリスクは、妊娠前体型を考慮した妊娠中体重増加量に  
 よって変化
 →今後、栄養指導の効果を検証するために縦断な個別化調査が必要
低出⽣体重児出⽣率
５％未満
低出⽣体重児増加のリスク要因
・胎盤因⼦
・妊婦の喫煙
・早産、多胎、⾼齢出産
近年の仮説
（Takimoto, 2004) (Nakamura, 2007)
・痩せ⼥性の増加
・厳しい妊娠中の体重増加制限
